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した大槻正男著『米価・生産費・地代J (有斐閣. 1959年) .硲正夫著『米価
































しては，栗原百寿著『現代日本農業論J (中央公論社. ]946年) .加藤一郎著
『農地改革J(r法律学体系』第 2部.日本評論新社. 1953年) .井上晴丸著
『農業問闇入門J (青木書庖. 1952年) .石渡貞雄著『農地改革の基本構造』
(東京大学出版会. ] 954年) .阪本楠彦著『日本農業の経済法則J (東京大学





























































































1960年) I 村上保男著『穀物価格政策の楠造.!I (弘分堂.1961年).持田恵三
著『米穀市場の展開過程.!l {東京大学出版会.1970年)さらに桑原正信編『企
祖管理制度と米の読通Jl ( r講座現代農産物涜通論』第2巻，家の光協会.19 













































































農協の対応.JJ (1979年).農政審議会1i'80年代の農政の基本方向JI (1980年) . 











第2回目の論争は，唯是tJf彦の「牛肉・オレンジは自由化できる J ( Ii'エコ
ノミスト』第60巻49号. 1982年11月16日)と藤谷築次・武部陸の「オレンジ自
由化の衝撃は大きい J ( rエコノミスト』第61巻3号. 1983年l月日日)という
シミュレーション分析に基づく論争に始まり rシンポジウム 牛肉・オレン
ジの輸入自由化問題 J ( r季刊 現代桂荷.JJ.第同号. 1983年4月)でそのピ
ークをむかえたといえるものであった.
このシンポジウムにおいては結局のところ.根本的な認識の遣いは，保護水








































『農産物過剰』ゃ土屋圭造編『農産物の過剰と需給調整J (農林統計協会. 19 











































1986年) .礎部佳彦・常盤政治・保志桐編『日本農業論j (有斐閣. 1986年) . 


















































































初にこの一般法則を発見したベテ 1 (Petty， Williom 1623'""-'87. 英}の名に
ちなんで「ベテ 4の法則」と名づけられている。もともとこのベテ fの法則は、
労働力構成の変化について立てられたものであるが、所得構成についても検出




① 労働力構成比 @ 所得構成比
(比較生産性)






第2次産業 不明確 ! 上昇 ( 1以上)上昇 上昇
上昇 i低落
































mnnn. Wn1 ther Gustnv 独)は、第 2次産業の近代化過程では、消費財産業よ
りも投資財産業の比率が大き〈なるということを「工業化指数Jによって尭見




- 2 8 ~ 
部門構成の変化という局面に重点をおけば、経済の発展はサービス産業の比
重をも拡大させ、サービス産業と物財産業との活動関係そのものにも変化を生
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マハループ Olachlup. Friz 米)のいう情報化時代{または知識産業社会)





























(昭和)11第 2次産業|第2次産業|第3次産業 l第 1次産業|第 2次産業|第 3次産業
30年 23. l(お) 28.6(先) 48.3 (先) 41. l(誕) 23. 4(お) 35. 5 (先)
35年 14. 9 36. 6 48.8 30.2 28.0 41. 8 
-一一-一一....~-.--....~.....・H・・・・・・H・H・H・..-・H・......也日・..__....，・・一一目白日目白・・・・・・・・・n..............一一一一一一一-ーキ・・一...-. ... '"---. .. _._.. ....._...._ .
40年 1. 2 35.8 53.0 23.5 31. 9 44. 6 
1-.."--ー.-・ 4・一-_..._.._-_........_..・・ー・・・・・・・・・・4・・ H ・..・H ・...・4島・..・一-一一-_....ー...._--_........._-一-・一.-_.. ----.._...._-
45年 6. 1 41. 8 52. 1 17. 4 35. 2 47.3 
_.-・........咽......一一一一・・・・・・・・・・ー・---...._--一一一一一一一-~......_-...・......_----_...._-・・-..・・・・・・・・ー・一一一一........ー一一一一一一一一一ー・ 4・..........・ 4・.._----一一-..-................ 
50年 5. 5 37.3 57.2 12. 7 35‘2 51. 9 
-・・・・・・・....._.一一一一---------------~一一一 圃.目.日.目....一. 一. 一...刊目..目.日. 圃.目. 目-.-白. 一.一.一. 日. 目. 目. 目.一. 一..晶.圃.日.日.日.目.日.
....._-_......-.... 申 .. 圃. 圃. 圃-._----_...一..司.........圃一. 一..日  
55年 3. 6 37. 6 58. 8 10. 4 34.8 54. 6 
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主E 一 (62) ー
サ 業 次
100ト 5 100 産 第 第
ピ L業 一 ー(60) ス 部 次 出 次 部#'~ ノ:í~、 161 一 P長 一一制 時 よk 業 ;k '!(~ ;k 市11-;. J(iS H H.I 
lOH ~)1 Js 1也 $ 業 .Ji 3 ' 
(669) I 73 
0| zt込
林 鉱業
7/( 主l!設業 61 
Nf ム12 ムl 次 次| l次業 if m~ mt 業 業 業一出 部 出 ー つム100L 一 大 ち
次 次 次 百1 ~[ j也，m 』jLm 業 来- I~I l剖 I~I 
注:1) 31一大(.1ï1i1聞は，東京 ml=埼]~県・干;集リIb. lIr京町).神奈川県.名古記liSl=愛知県・ =X[H'，~，
大IVi国=京拙I(.f・大阪府・兵liJi山・奈良県からなる。
2) )は就業者数の純明。
3) ・『純情自由J (昭和62年版)よリ転.1世。 It;{資料は総指庁統計山「国勢i制作N!15-Jo













































































































































































































































































































































































































































考え方は、政府の中にもあらわれている o 経企庁の r21世紀への基本戦略』
のなかでは、 l 改、 2 次、 3 改の産業分類にかえて、 l~ 、 2~ を統合 L た














































戦後の日本の農業政策は、 く食糧管理法> 0942年)とく農地法> (1952年)










主要な法令と Lては、 〈果樹農業橿興特別措置法> (196l年)、 く農業基本
法> (1961年)、 く農業近代化寅金助成法> U961年)、 〈畜産物の価格安定
等に関する法律> (畜産物価格安定法. 1961年)、 く農地法〉改正(1962年)、







← 5 4← 
主要な農業法令と Lては、 〈農業彊興地域の整備に関する法律> (農彊法.
1969年)、 く過疎地域対策緊急措置法> (I970年)、 〈農業者年金基金法〉














この期の主な農業法令としては、 〈農用地利用増進法> (1980年)、 〈農地
法〉改正(1980年)、 〈農業委員会法〉改正(1980年)、 〈食祖管理法〉改正










































較でみれば、名目額でそれぞれ順に1669億円、 9921億円、 3兆7765億円、 3兆
4597億円となっている。さらに、そのうち農業関係予算についてみると、それ


























































1960 1970 1980 1984年度









































































1960 1970 1980 1984年度


























































































1管理費 I(21.1) I (35.0) I (51.6) I (46.0) I (30.8) I (30.6) 








年 度 1970 1975 1980 1983 
経常補助金① 156 185 556 585 
農業総生産② 3.254 5.970 6.099 6.470 
①/<ID 4. 8 3. 1 9. 1 9.0 
資本補助金③ 301 702 1. 494 1. 538 
農業総固定資本形成④1.012 1. 012 2. 234 3.425 
























































. ll~ Jtl~ ~~JI~ i!H1 ~~llIJJ[ t fki刷業命日.I~ 1~ J<I!口;




• 1!村基盤総合盤Miパイロット事業 |叩l場睦附十生活環境施設整~m (土地
改良法)
-出村総合性611モテ'ル!Jf.業 山村mJJì施設の総什的拡~iIi













































































































































一___..L一一-一一-二ンfんt判I1J山川l日j 、1 戸.。l c________ 1 L _ __ーー -r 
]950 1955 1960 1965 1970 1975 
土f.t 所全 土 水てご水j也料
l!f. ~~I J也 j也 山全川改柚 1音総 改 改 総総干IJ良 j嘩 j廿合 良 i込 合~m法 骨1. sfJ 長 長 手107)再ftilJ 副尭 JU JUJ 用嗣定 目十 目十 がI 対
(49) 側画 画 画 策 策，.、 ，-、














































制(第 l期1978"-'80年度、第 2期1981"'83年度、第 3期1984"'86年度)に分け
- 6 9ー
表3-4 生産政揮の手段体系





































































































































































































































































































































































































































区分 1960年 1970if 1980年














ヨミ O基本法農政 O 総合農政 OJ血城県政
な (高度成長による農業労働力|雌収)千
Jl.止 O価怖政前 O同反・休Mによる生産政班 O 柿造政策への転換
u O高度成l毛 on京の総~~~fじ O仕料品;1世I 1i 1h血:1地 o安定I島氏 olil際化
t丹 (同'iJa成l主的終n)
































柿 i宣政策 生産政策 i産業政策 政策
牒j也政策 l皇: 出 J良 生 i岨能 生|
業 業 産
桔を ifi 
f'長 雌 生 ヨミ の韮 性H. j血 ili 付 '~J: も枕 仏l
I品 J主 っし 」ニ;グ〉 前たJlk 官主 σ〉 σ〉iAt ~'主 給辺 f.: (/) ぴ〉 ilj JiIJ i凶JI1 'ft !lf}J h住 t'i 刷 杭 ~Al 1 的 I~~ 1じ f~11 Wi I1民 t地 {じ
一一 一一一 一
農業生産の
.ー.. ‘ ，ーー ..冒 ..・. .ー -・ a ・..
' O O O O 同組成
生産性の高 ' 
J't い雌業の実 O O O 0: 4 。l
島
f'l t ，....--ーー 4 
ぴ] ili) J ある J~
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年(昭和) 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 
法律数 7 19 14 12 10 16 19 6 9 6 11 11 8 9 
年(昭和) 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 計




















主再 4 耳E イ面キ各正文鐸芝の，~-目的車手差是車と
屋墨田司ブゴ同1




























































































































































































































































































































































































































































































:iL rjlJ: JI 
のと~J:. ~ r:
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flUi +Ii [J" 
fI1~ ， iIE 1， 























iLf(i~ :f Lhllillh t:l~ ) 
() Qd 
(b) ~L製品市場
J iq I人JfRね 1 1I 1 .f:J~
Qd O 輸入~IIIJ 当 Jit

















































































































































































































































































































































































































(a)の a bは大規模農家の土地の限界価値生産力曲線を示しその一部(f b) 
が土地用役需要曲線を構成している o また cdは小規模農家の土地の限界価撞
生産力曲線であり土地用i宜供給曲線(g c )となっている。そしてこの両曲線の
交点 eで現在の均衛が示されている。









線が abから a1 b 1に下方シフトしたとする。その時もし小規模農家の土地の
限界価値生産力曲線が C1 d 1にシフトするなら、土地用役市場の市場均衛点は
eから e1に移動し、土地用役取り引き量は減少する。一方、 C2d2程度のシ
フトであれば e2に移動し、地代は低下するが取り引き量には変化は起こらな










































































在¥iシフトーー-;;r-ー ーー ーー ー
生産調整の手段と供給曲線のシフト
J) 



















る。 1つは大規模専業農家層(第 I階層)、もう lつは小規模常勤兼業農家
層(第日階層)である。そして、各階層はそれぞれl戸の巨大農家で代表
させるものとする。




第 I階層・・・・・・ X1=F (A 1 • B1) 




また、生産関数に関しては、 FA>O. FB>O. FAB>O， FAく O.






- 1 3 2 -
定されるとする。
《仮定 6) 土地の売買市場は考慮に入れないものとする。




第 I階層・・・・・・u=u (A 1 • M1) 
第E階層・・・・・・v=v(A 2 • Me) 




M1=PXF (A 1• B1) +d (B1-B1) 
M2= PxαF (A2'. 82) + d (82一82)+W A2 
(ただし A2'+ A2= A2) 
両農家階層は、この所得制約式のもとで、効用関数u= u (Aぃ M1) • V 









PxαFA2= (= Z2) 
VM2 
PxαF B2= d 
つまり、
- 1 3 3ー
M1二 PxF<Al' B1)十 o( B 1 -B 1) ¥ ( A 1 = rt 1( P x.δ. B 1) 
U AI 





M1=P x F(A 1• B1)+δ(B1-B1)¥ (A2=ゆe(Px，O，B2.W)
A2= A2'十 Ae
-U A2 
PxαF A2=一一一一 (正Z:2) 
U M2 
PxαF B2ニ 6
A e'ψε( 11 
B 2 = g e( 11 




条件は、超過需要を考えることによって、 [主(D-S)/JO]く O であ
るから、 ~B 1 dBe となることである。
一一一一+一一一一 <0
d o dδ 
ニれは、先の主体均衝を示す連立方程式をもとに、与件変動効果 dB 1/) 
δ. dB宕/詰6 をもとめ、計算することによって満足される。
両農家階層の主体均衝と土地用役市場との連立的均衡は、 A1 ~ B 1・M1・
A2・A2' • 82・M吉 . oという変数とした 8つの連立方程式によって表現
できる。この連立方程式のそれぞれの両辺を Pxに関 Lて撒分できた連立方
程式を解くことによって、農産物価格変動効果を知ることができる。
(例えば、 tJA 1/ )PX' "dA2・/詰Px. ~Bl/ ~PX. ;>B2/ .;lPx等)
B1/ Pxだけについてのみみて見ることにする。
市場均衡の安定条件を Kで示せば、 JB1/ 詰PxはlXのように示される。




1 r PxF dZl -oZ2 JZ2 
=ー IPXFAI( 1一一一一一一一一一) ((一一一 PXαFA2'十一一一
K L“… ZI (JA1 dAe JM2 
JZ2 
-PxαF A2・A2・)十 PxαFA2・A2・(B1ー B1)て十一一}F A1Bl 
d A2 




dA 1 d M 一一一
PxαF dZl ~ZI 
-PxαF Al・(1ー ( (一一一 Px F AI +ー←ー)
Z (JAt dM1 
FI F21 r dZI 
-PxF AIA1( 1 +一一一一一一(B1-B1)τ一一)}αF A2' B2 
むιえ」…'^ ^^ "…iA
:J Z 1 ー+ PxαFB2FA1Bt壬一一(B 1一B1) 
tJ A 1 
dZ2 dZ2 寸
IPxαF Al・一一一一十一一一ー-PXαF A l'A t・} I 
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《恒定 1) 農企業によって生産が営なまれている o つまり、生産は利潤極大
化原理に基づいて行なわれる。また、簡単化のため、農企業の数は 1とし、
巨大農企業であるとする。
《仮定 2) 生産されている農産物はただ一極 (X) である。
《仮定 3) 農産物 (X) の生産関数は、生産要素聞に代替関係の存在しない
レオンテ fエフタイプの固定係数型生産閑散である。
《仮定 4) 生産要素は、土地 (B) とこれに結びつけられる諸生産要素の費
用合計である土地利用費との 2つである。そうすると、仮定 3から、単位土
地面積当りの土地利用費は一定(q )となる。










《仮定 9) 1木耕面積に対して、単位面積当り一定額の休耕奨励金 6が政府か
ら生産者に支給される。
《仮定10)) 農産物 (X)の社会的需要曲線は、 o(P x) で与えられている。








































主体均衡条件は、 (dG/dB) =0 から f (B) =q+o を満足する
ことであり、一方安定条件は、均衡点のまわりで、 (d2G/dB2) く O つ
まり f' (B) く O を満足することである。
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つまり、 a)図での価格変化による均商点の移動に対応して、 b)図で供給曲線




一方、この状態に単位面積当り o (= q )の休耕奨励金を出せばどのように
なるであろうか。この場合には、生産の開始は価格が Pニ 2の水準に達する時













a)図では qと08とでで主る四角形吋舛であり、 b)図では Soより下の面積
主主告で示すことができる。また、土地利用費が q+o であると考えると、
生産のコストは、 u)図では q 十 6 と 08 とでできる四角形付~b であり、 b)













































2 n 2 P x2 n 































o (m-~B)-B Q 
- 1 4 1 ー
S l' 
m2 (q +δ)2 
Q=一一一一一一一一
2 n 2 P x己n
そしてこの SoとSIとの関係を図示したものが、図5-4である。数式と図形
のどちらからも先に述べた通り、 S1はSoを一定率 (δ/q) だけ上方にシフ
トさせたものであることが確認できる。つまり休耕奨励金 6には、供給曲線を
δ/q という定率上方シフトさせる効果をもっているのである。
第5節 食糧の自給自足を基準とした社会的純損失 (EetEocia120st) 
さて本節は、前節で導出した供給曲線 (or限界費用曲線)を用い、休耕奨励
金を支給して生産調整を行なう場合に、国民経済的な損失、つまり社会的純損







































ればならないことがわかる o つまり、社会全体(国民経済全体)では、 { (四
























市場均衡状態と比較 Lてみると、社会的純損失 (NS C)は、 面積りケ材の
部分で示すことができる。これを先に示した生産調整を実施する前の段階、つ














































J o f(B )d B で、そして補助金の総額は、
o (B-B) で示すことができ、政府の極小化すべき財政負担Hは、恒定12
から改のように表現することができる。
- 1 5 2 -





て決定される o ゆえに、農企業の主体均衛条件 q+d'=f(B) を変形した
δ=f(B}-q をHに代入して、
H=f B f(B )d B-Fx D(Fx) 十 If(B)-q}(B-B) 
と書き直すことができる。
H極小化の必要条件は、 (dH/dB) ニ O であるから、
d H 
一一一=f(B)+ f'(B)(B-B)- I f(B)-q 1 
dB 
=q + f'(B)(B-B) 
から、 q=-f'(B)(B-B)が必要条件として求められる。
また、十分条件は均衛点の近債で (d2H/d82) >0 を満たすことであ
るヵ、ら、
d2H 
一一一一 = f"(B)(B-B)-f'(B)>O 
d B2 







































































ている。そして、この第 2象限には、縦軸上の y= q (単位面積当り土地利
用費) のところ (0')から 45度線を号|いて、各土地の祖収益に対応して横軸
に表われる奨励金のレベル δを第 l象限に再導入できるようにしている。 4)
このプロセスを各土地ごとに行なっていくと、限界祖収益曲線に対して、 0・
を原点として第 l象限に「限界奨励金収入曲線」とでも呼べる右下がりの曲線













に、 「限界租生産曲線」を x=m-nB と線形に特定化してお〈と、 「限界
租収益曲槻」が y=Pxm-Pxn8 となることは明らかであろう。また、奨
励金を反収 1kg当り a円とすると、 o=ax そして 6ニ(a/Px)y とな
る。
一方、図5-9をみればわかるように、 「限界揖励金収入曲線」は、 2点(0 • 
q十 am) {8. q+a(m-nB)} を結ぶ直線 y=(q+am)-an8 で
示すことができる。
「限界租収益曲線J:y=Pxm-PxnB と「限界奨励金収入曲棉J; y : ( 
























































o ( 1\1-岳~)-B Q 
160 





2 n 2 P x2 n 
であったから、ニの両者を比較するため図示した
のが、図5-l0である。両者 (S邑と S0) の関係は、数式からも図形からもわか
るように、このα型の奨励金には、一定額aだけ上方に供給曲線を押し上げシ
フトさせる効果をもっている点である。つまり、前節までの一定額奨励金の場
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平均奨励金収入曲線の式は、限界奨励金収入曲線 y=(q+am)ー an B 
から導〈ことができる。つまり、共通点 IB.q+a(m-nB)) を通り勾
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の知識から、 F型の奨励金の場合の供給曲線(s 3)が次のように求められる o








a (m-n B a 
らの一定率 の上方シフトと一定額ーの上方シフトとの合成さ
2 q 2 
れたものとしての上方シフト効果をもっているのである。
別の表現を借りれば、固定額奨励金 {a(m-nB)/2}円と α型奨励金




















因子17に示すように、共有する点在、 {( m一 B)B. +ーa 1 
2 m-nB 
にとるものとする。この点を通る供給曲線は、反収にスライドする奨励金の場
合、 α型でも H型でも、 kg当り a円の奨励金で共通 Lている。この供給曲線の
式は、先に導き出 Lた通り、 α型の S2も戸型の S3もそれぞれ、
m~ q E 
S2; Q =一一一一
2n 2(Px-a)2n 




一方、固定額の奨励金 6の場合、一定率 d/q だけ供給曲線が上方にシフ
トするわけであるから、共有点を通るためには、 6の値が d=a(m-nB)
でなければならない。つまり、この場合の供給曲線 (Sdの式は、
m2 (q+a(m-nB)} 2 
S. Q =一一一一
2 n 2 n P x2 
で示すことができるのである。
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Soとの聞にできる村りの面積が、 刑事tの面積と等 Lいのである o 財政負
担に関しては、同一水準の生産調整を行なうのに、固定奨励金と H型奨励金と
の聞に優劣は存在しないのである。
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《仮定 2) 農業生産のシーズンを夏季半年と冬季半年との 2シーズンにわけ
て考える。そして、農家が生産する生産物は、夏季半年では X1のみ 1種類、
冬季半年では Xeのみ 1種類の計 2種類だけであるとする。さらに、その生














夏季X1作・・.X J二二 F(A1:B) 、 ? ，
?
? ? ?， ， 、 、• • • • • • • • • • • • • • • • 
冬季X2作・・・X2=ゆ (A2:B) 
であり、ともに所与である。またこれら生産関教は、 FA1>O. FA1A1<O. 




P 1 F (A 1 ; 8) = P 2 rt( A宮;8) = 0 
where A 1ニ A2=0 
かつ
〆、 J、
P 1 F A 1 (A 1 B) > P 2 rtA2 (A 2 ; 8) ・・・・・・・・・・(1-2) 














U U (A1. A2. M) 2>..........・・・ (2) 
ただし、ここでMは年間農家所得、 Al及び A2は先述のようにそれぞれ夏季
作の労働投入量及び冬季作の労働投入量である。つまり、所得に聞しては、












U Al < 0， U A2く O. U M> 0・・・・・・・・・・(2-1 ) 
U AIA2 = 0 (恒定6より)・・・・・・・・・・・(2-2)
(2-2)式から、
斗一 UA1 コー UA2 
ニー (一一一ー)=0 及び一三一 {一一一一)=0 









一一 一一-VAl v A2 




-U Al a -UA1 〉 α， )> O. 
UM OA1 UM 
-UA2 a -UA2 >α， )> 0， 
UM dA2 UM 
?



























?? 、• • • • • • • 
《?
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P，F(A，; a> J. 































lXに、 JtI<. 1曲線と J:; K:;:曲線とについてみてみよう。この両曲棉は、それ
ぞれ年聞の農家所得曲線をあらわしている。 J1 K 1は、冬季における均衛労働
投入量A2*がすでに決まっており、そしてまたそのため冬季における均面農家
所得M♂が決まっていると Lて、 OlG1曲糠を上方にM♂だけ平行移動してつ
くられた曲線である o つまり、すでに o1 J 1 =Mよという一種の財産所得をもっ
ているのと同様に、冬季の所得を所得をすでにもっているとして、 J1点を出
発点として年間農家所得曲線 J1 K 1が描かれているのである。そしてまた、農
家の夏季における労働投入量A1の快定の際に考l邑に入れられるパスは、この





に平行移動させたものである。そ Lて、この J21¥.2が冬季における Az決定の
際のパスである。 J2' K2と無差別曲線 I0との接点Q2tJt、この冬季における主
体的均衡点であり、この点で(5)式が満たされているのである。
おのおの、下のb図の方に目を転じてみよう。 L1Lどは夏作労働の限界価値
生産力曲線を、また L2' L 2'は冬作労働の限界価値生産力曲線を示している。
一 192 ー






M・I _____ ラグ I~/'
G1 ・ヒヱニー --フr ~I J2 t-d-l-A z・/l/r 
~ 
1/ ~/ 1 /ナ「
J. 
/止~I








一方、 V1 V l'は、農家所得曲線 J1 K 1上を切る各無差別曲線の傾きの大きさ
を横軸からの商さで示すところの夏季の家族労働の限界評価曲線である。同様
に、 V2 V 2'は、 J2K2をパスとして考えられる冬季家族労働の限界評価曲線

















たとえば、夏作から得られる所得は、図6ー トlnでは R1 A 1.の長さ、区16-1-1
bでは面積 L1Ul'A1:t'Qt'の大きさで示される。同様に冬作による所得は、そ
れぞれ R2 A 2.の長さおよび.面積 L2U2'A2tQ2'の大きさで示すことができる。
































??? ? -UAe ( P e ftAe一 (一一一) } d A e 
UM 
へ









ES宇=E S 1* + E Se. 

















〈夏作 Xl)>- 《冬作 X2)> 〈年間〉
Ml* +ー M2* . 一 M* 
RIM ( J 101= QIRu QIA1 
( j 202= Q2R2) R2JJ Q2A*2 
面積 LI0iAlQi
面積 L20iA2Q2'
'ー 且 " 
面積羽白rAIQI . 面積百0IA2Q2










冬季.A eで表わ L、 《自家農業投入労働量》を夏季 A 冬季 Aeで表
わすことにする。そうすると、たとえば、夏季の場合について、 At>At'な
ら眉われ兼業農家、 A1 < A l'なら雇い入れ農家であることを意味している。
また、労働市場での賃金串は、夏冬を問わずWで所与一定であるとする。引
そうすると、農家のもつ効用関数は、
u = U (A ぃ Ae， M) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2)
と変わりはないが、一方農家の年間所得は、
へM=PtF (A1'; B) + (At-A1') W ，、




から、 (6)式を予算制約式として(2)式の Uを極大化することにより、下記の 4
つの主体均商条件が導き出される。
P1FA1'=W・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(7)
Pe tjJ A2' =W・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(8)
-U Al 













まり、第 l段階として、それぞれ(7)式から AJ..が、 (8)式から A2' *"が決まり、
両季の生産量が決定される o つづいて、この Al' +・ A2' ・の値を所与と Lて、
第 2段階として、 (g)式・(I0)式と(6)式とが連立方程式を形成し、その解とし




図6-3aにおいて、まず生産量の均衡点R1 (夏)と R2 (冬)とが決定される。
この際、仮定より、 P 1 F A 1> P 2 i/JA2 where A 1> A '2であるから、均衛点
についてR，はR2より右にある。つまり、 A1'+>A2" である。この第 l段
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《夏 季〉 《冬 季〉 〈年 間〉
図 3a RlAl.'* R2Az. 
生 産 額








国3a SlAl(= J12) S2A2(= J J2) QKl(Qh) 
屋家所得
図3b 面積 L10A.iQb'. 面積L2OkQR2'









ES1*= [面積 L1WR1'] + [面積WVQ・]
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r、
M=P1F (A1; B) +P2rP (A2: B) +E.....・・・・ (3・)
そうすると、農家の主体均衝を表わす連立方程式は、
M=P1F (A1: B) +PerP (A2: B) +E ・・・・・・・・・・・(3・}
h 
P1FA1 (A1 B) 
P 2 rP A2 (A 2 ; B) 
ーUAl 
(= Z 1) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4)
UM 
-UA2 
一一一一 (= Z2) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5)
UM 
のようになり、この解として A1 • A 2.及びMの均衛値が決定されるわけである





iJA 1 iJA2 
P 1 F Al一一+P 2. rP A2一一一d E -. .- ~ E 





(P1FA1Al一一一一) 一一一 一一一 =0・・・・(12)~E dA1 dE dM 
dZ2 ~A2 dZ2 
( P 2 rPA2A2-一一一) 一一一一._- d A 2.詰 E dM 
dM 
一一ー =0・・ 03) 
dE 
この連立方程式の左辺の係数からつ〈られる行列式を Dであらわすと、
D=. P 1 F Al Pe rPA2 • - 1 
dZ 1 忌ZI
P1F 一M 一M 話ー，一ー 。
A1 ~M 










1 ;;)ZI eJZ2 
=ー {一 一一一 (P24JA2A2一一一一 ) 1 く 0・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(14)
D iiM 'JA2 
()A 2 1 
一一ヨE D 
d M 1 
d Z 2 DlZ 1 
{-一一 (P1FAJAl一一一)I 詰M - --- (}A! く0・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・05) 
dZl JZ2 
{-( Pj FA1A1一一一 )(P2 rtA2A2一一一一)I > 0・・・ 06) 
d E D ')A1 dA2 
となり、すべて符号は確定する。
この《財産所得》変動効果の結果を頭に残しておいて、次に本輸の《生産物





M= P 1 F (A 1 ; B) + P 2 rt (A 2 : B) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3) 
^ -UAJ 
P 1 F AJ (A 1 B) 一一一 (= Z J) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4)
UM 
-UA2 
P2rPA富 (A2 :B) 一一一 (= Z 2) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5) 
UM 
という連立方程式の解として AJ • A 2及びMの均衛値が決定されるわけである





iJA. aA2 oM 
P 1 F A. + P 2 ft A2一一一 =-F・(17) 
e)E ~E OlE 
;12. eJAl JZ. JM 
(P1FA1Al一一一一) = F Al・(8)
dA1 tJ E dM .;lE 
i}Z2 みA2 ~Z2 みM
( P 2 r/JA2A2一一一日) 一 =0・ (9)
;A2 JE aM OlE 


















-P 2 r/J A2 P Al
~M 
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-P 2 r/J A2 F Al
() M dA 1 ~ + F(一一一)主 O
D 'dE 
(t) ト)(不定}
1& S&l S&2 
... .. . ... . . .・・・・ (20)
'dA合
'. dZe 
P t F AlF Atで一一
dM 
同 .~lZ2 JZ t 




















































OAl dX 1 .~ JA2 
さらに、 一ーさ oより 一一主 0・…(23).また一一くO よりd P 1 OPl - OPl 
dX2 aM2 aM 
一一一 <0・ (24) と 一一一 <0・ (25)• そして一一一 >0 と上配
d P 1 d P 1 apl 
al'yfe OlMl 





わされる《第 1 (直接的)代替動果>> (S.E1) と第3項の《罰得劫畢)) (1 
- 205 一
E)と、さらに第2項で示される冬作との代替関係によっておこる冬作の所得
変化を補償 Lょうとするリバーカッシ冒ンを示す《第 2 (間接的)代替効果》






























¥¥ 夏季 a. 季自家農業室長労働 生産量 家 自家屋業 .豪華労働 生産量 毘 家 年間所得
投入労働量投入量 所 得 投入労曇量 投入量 所 得
8Al 8Xl 8Ml 。'A2 θX2 伽 2 ruf 
「基本モデルの θPl 。Pl 。Pl 8Pl 8Pl θPl θPl 
農家」
士 + + 士- ー ー 一
. 
「完全競争的日雇 8A1' 8AI θXl 仇h 8~ぜ 8A2 8x2 8M2 Ô~f ‘ 
8Pl 。Pl δPl 8Pl δPl θPl 8Pl 。Pl SFI 
い労働市場lC直面













には、基本モデルの場合と閉じく負の値となっている o つまり、~x 2/ o'P 1 
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注4)もL、 J1 K 1がQ2点上あるいはQ2点の上方を通ると仮定した場合、生産
閑散の性質(1-2 ) P 1F A 1 > p 2 o A2冒hereA 1 = A e> 0 と(1-1) F AIAl 
くO より、 (Q 1における勾配)く(Q21こおける勾配) となる。
これは、無差別曲線の性質 ([dZI/dM]>0. [dZ2/DlM] >0) 
に矛盾する。
つまり、 J1 K 1はQ2点の下方を必ず通り、均衝点より左側では必ず J2 
K2の方が J1 K 1より上方に位置している。また、均衡点については、 Qlは




佳5)この極大経済余剰に関 Lて気がつ〈のは、夏季における ES 1.の方が冬季
のES♂より大きくなっていることである。 1つは限界価植生産力曲綿につ
いて夏季L1 L l'の方が LeLe・より常に上方にある点から、もう lつは限界
評価曲糠については逆に夏季の V1 V l'の方が V2 V 2'より常に下方にあると
いう 2つの意味で二重に夏季の経済余剰を示す面積が大き〈なっている。










W1+P2cP+ (A 2-A 2' ) We 
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